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【事業内容】 【R４実施状況】 【R５実施目標】 事業実施上の問題点、今後の課題等

「米原市保育の指針」を基
に、乳幼児の健やかな成長、
発達を保障できるよう保育内
容の充実を図る。

各園、人権尊重に根差した目
標を掲げ、一人一人の子ども
の人権を大切にする保育を推
進した。また、「米原市保育
の指針」をもとに、発達に応
じた保育を行い、乳幼児期の
豊かな体験を通して、学びに
向かう力を育むとともに、保
育者の資質向上に努めた。
各園で必要な書籍やDVD等を
購入し、園ごとに研修を行
い、内容を報告した。調理師
も各園の課題に応じて書籍を
購入した。

各園、人権尊重に根差した目
標を掲げ、一人一人の子ども
の人権を大切にする保育を推
進していく。また、「米原市
保育の指針」をもとに、発達
に応じた保育を行い、乳幼児
期の豊かな体験を通して、学
びに向かう力を育むととも
に、保育者の資質向上をめざ
す。
各園で必要な書籍やDVD等を
購入し、園ごとに研修を行
い、内容を報告する。調理師
も各園の課題に応じて書籍を
購入する。

各園、人権尊重に根差した目
標を掲げ、一人ひとりの子ど
もの人権を大切する保育を実
践している。０歳児から５歳
児までの育ちを見通し、子ど
もの主体性を大切にしなが
ら、乳幼児期にふさわしい体
験を重ねることができるよう
にしている。人権保育の推進
はどの園も長年継続して実施
しているが、事業が形式化し
ている面もある。職員の人権
感覚・人権意識の向上が望ま
れる。

【事業内容】 【R４実施状況】 【R５実施目標】 事業実施上の問題点、今後の課題等

人権教育にかかる学校訪問に
よる教職員研修の実施

・公立校園（全２０校園）の
人権教育・保育推進担当者を
対象に人権研修を実施した。
20校園が参加し、部落差別を
テーマに研修を行い、資質向
上を図った。
・米原市人権教育研究会は双
葉中学校を会場として実施
し、195名が参加

・学校・園へ訪問する機会を
捉え、人権教育および人権保
育の向上に資する指導と助言
を積極的に行う。
・公立校園の人権担当者を対
象とした研修を実施し、人権
教育に関する資質の向上を図
る。
・米原市人権教育研究大会を
開催し、各校からの実践レ
ポートを通して研究協議を行
う。
・１１月３・４日には滋賀県
人権教育研究大会を県教委・
滋人教との共催で実施する。

人権教育・保育にかかる訪問
は、平成２５年度から実施し
ており、一定の成果が得られ
ていると考える。しかし、訪
問を受ける学校によっては、
行事や出張などと重なり、全
職員が参加できないこともあ
る。

【事業内容】 【R４実施状況】 【R５実施目標】 事業実施上の問題点、今後の課題等

出前講座とまなびサポーター
のメニューにおいて人権に関
わる講座を開設する。

令和４年度：７件（実績）
内訳
○人権ワークショップ＆講話
６件
○人権尊重のまちづくり　０
件
○男女共同参画の社会づくり
１件
事業所等での職員研修の場で
の利用により、市民人権意識
の向上に寄与することができ
た。

令和５年度：９件(目標）
各自治会やサロン、事業所等
に講師を派遣し、人権意識・
人権感覚を高める学習機会を
提供する。

学校等においても出前講座活
用の提案を積極的に行う。

他の種類の講座と比較して利
用者が少なく、講座の活用に
ついて広報等で推奨を図る必
要がある。（人権ワーク
ショップ＆講話、人権尊重の
まちづくり、男女共同参画社
会づくり、多文化共生のまち
づくりの４講座を開設してい
る。）

（
１
）
人
権
教
育
の
推
進

①就学前教育

②学校教育

・教職員研修の実施

・出前講座・まなびサポーター事業

③社会教育

第１章　人権尊重の基本理念

・米原市保育の指針に基づく人権保育の推進

第２章　人権意識の高揚を図るための施策について
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【事業内容】 【R４実施状況】 【R５実施目標】 事業実施上の問題点、今後の課題等

青少年問題に関わる関係者、
保護者を対象に、青少年の健
全育成・家庭教育の充実に関
する講演会を開催する。

【R４年度実績】
教育講演会（米原市青少年育
成市民会議、米原市ＰＴＡ連
絡協議会）
令和４年10月15日（土）
市役所本庁舎コンベンション
ホール
講師：仲島正教氏
演題：「あーよかったな　あ
なたがいて」～つながりと感
動を合言葉に～
参加者数：117人

PTA教育講演会等における家
庭教育の啓発
令和5年10月21日（土）開催
（予定）
講師：山崎清治氏
演題：「子どもたちの「今」
を生き抜く力」

家庭や地域の人々が人権尊重
の理念について理解を深め、
子どもに対する人権教育の効
果を高めるため、家庭教育に
関する学習機会を充実する必
要がある。

【事業内容】 【R４実施状況】 【R５実施目標】 事業実施上の問題点、今後の課題等

年４回、人権教育推進員、行
政職員、学校教職員などに積
極的な参加を呼びかけ、市民
を対象に「きらめき人権講
座」を開催する。

人権知識や人権感覚を磨き、
それぞれの立場で活躍いただ
ける人権リーダーの育成を目
的として、きらめき人権講座
を年４回開催した。
第１回　44人（8月19日）
第２回　54人（9月15日）
第３回　41人（10月7日）
第４回　47人（11月24日）
合計  186人（実績）
「LGBTQ」、「多文化共
生」、「SDGsと人権」等を
テーマに研修会を開催し、参
加者の方々に多種多様な人権
問題について知識を習得して
いただくことができた。

令和５年度：きらめき人権講
座
　４回開催各回60人（目標）
第１回　（8月9日）
第２回　（9月14日）
第３回　（10月6日）
第４回　（11月18日）

チラシ、案内郵送、伊吹山テ
レビ文字放送等を活用し、講
座の開催を広く市民にPRす
る。

あらゆる人権問題に関する学
習を深めるとともに、人権問
題に対する意識の向上等を目
指して、年４回シリーズでき
らめき人権講座を開催してい
る。参加しやすいように平日
の夜という時間設定にしてお
り、今後さらに多くの人が参
加しやすい環境を整えていく
必要がある。

【事業内容】 【R４実施状況】 【R５実施目標】 事業実施上の問題点、今後の課題等

各自治会で人権教育推進員を
選出して、推進員を対象に地
域人権リーダー研修会を実施
する。

市民一人一人の大きな学習の機
会として、ハートフル・フォー
ラムを円滑に実施していただく
ため、その推進役となっていた
だくリーダーを対象に、地域人
権リーダー研修会を開催した。
新型コロナウイルス感染症対策
として、自治会関係者と啓発協
力者・市職員向けの研修会とし
て、２回に分けて開催した。
令和４年度：142人（実績）
・自治会関係者向け（７月15
日）：76人
・啓発協力者等向け（７月29
日）：66人
ハートフル・フォーラムに関わ
る知識を身につけていただき、
各自治会でのハートフル・
フォーラムの企画、運営に役立
てていただくことができた。

地域人権リーダー研修会の参
加人数
令和５年度：180人（目標）
ハートフル・フォーラムの実
践事例の紹介を研修会の中で
行い、令和５年度のハートフ
ル・フォーラムの参考にして
いただく。
・自治会関係者向け（7月13
日）
・啓発協力者等向け（7月20
日）

各自治会で取り組むハートフ
ル・フォーラムの企画や運営
を円滑に行い、地域のリー
ダーとして活躍する推進員を
対象とした研修会を開催す
る。マンネリ化しないように
各自治会から実践事例を発表
いただいている。

（
１
）
人
権
教
育
の
推
進

（
２
）
人
権
啓
発
の
推
進

・教育講演会

・きらめき人権講座の開催

・地域人権リーダー研修会の実施

④家庭教育

①市民啓発
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【事業内容】 【R４実施状況】 【R５実施目標】 事業実施上の問題点、今後の課題等

各自治会でハートフル・
フォーラムを実施し、啓発協
力者と自治会担当者を派遣す
る。

地域での人権課題の早期解消
を図るため、各自治会と共催
でハートフル・フォーラムを
開催した。
令和４年度：58自治会
（53.7%）
888人(実績)　※アンケート
協力者数
出前講座や講師による談話、
ワークショップやＤＶＤ、啓
発チラシ等を活用いただき、
自治会に合った方法で、人権
学習の機会を創り出すことが
できた。

ハートフル・フォーラム実施
自治会数、参加人数
令和５年度：108自治会
（100%）2,500人(目標)
集会で行うグループワークを
伴うハートフル・フォーラム
開催を推進する。
人推協担当者による出前講座
を積極的に活用いただけるよ
うに、呼びかけを行ってい
く。

それぞれの家庭や地域社会に
おける人権上の課題を見つめ
直すとともに、人権意識や人
権感覚の向上を目指して、
ハートフル・フォーラムを開
催している。毎年同じ手法で
実施しているとマンネリ化し
てしまう恐れがあり、参加者
の拡大や効果的な啓発方法な
どが今後の課題となってい
る。

【事業内容】 【R４実施状況】 【R５実施目標】 事業実施上の問題点、今後の課題等

概ね常時雇用する従業員の数
が20人以上の企業・事業所に
対して、企業内人権研修推進
のための事業所内公正採用選
考・人権啓発担当者を設置す
る。

事業所内公正採用選考・人権
啓発担当者の未設置企業を減
少させ、企業との連携が取り
やすい体制を構築できた。
令和４年度：０社

事業所内公正採用選考・人権
啓発担当者の未設置企業数０
社の状態を維持する。

同和問題をはじめとする職場
におけるあらゆる差別の解消
と、公正な採用選考や差別の
ない明るい職場づくりを実現
するために、企業・事業所と
行政が連携できる組織づくり
を行う。

【事業内容】 【R４実施状況】 【R５実施目標】 事業実施上の問題点、今後の課題等

概ね常時雇用する従業員の数
が20人以上の企業・事業所に
対して、７月の「なくそう就
職差別　企業内公正採用・人
権啓発推進月間」にあわせて
企業訪問を実施する。

７月の「なくそう就職差別
企業内公正採用・人権啓発推
進月間」に訪問対象となる69
社への企業訪問を実施したこ
とで、差別のない明るい職場
づくりの進捗状況の確認や課
題を把握できた。
対象訪問先：69社
令和４年度実績：69社

７月の「なくそう就職差別
企業内公正採用・人権啓発推
進月間」に訪問対象となる69
社への企業訪問を実施する。
対象訪問先：69社

同和問題をはじめとする職場
におけるあらゆる差別の解消
と、公正な採用選考や差別の
ない明るい職場づくりが一層
推進されるために実施。訪問
時に県から配布される調査表
をもとに聞き取り調査を行
う。また、それ以外にも相談
等があれば対応する。

【事業内容】 【R４実施状況】 【R５実施目標】 事業実施上の問題点、今後の課題等

市民に広く人権について考え
る機会となるよう、人権作品
を活用した、啓発教材を作成
する。

人権カレンダーを14,000冊作
成し、市内全戸に配布した。
人権動画を作成し、12月の人
権週間に伊吹山テレビで放送
するほか、YouTubeに投稿を
行った。

時間や場所に縛られない啓発
を行うため、人権作品を活用
した人権動画を作成し、広く
市民に人権について考える機
会とするために活用する。

あらゆる人権問題への気付き
を実感できる、親しみやすい
教材づくりを行うことで、人
権意識の高揚等を図る必要が
ある。

（
２
）
人
権
啓
発
の
推
進

・人権動画の作成

・ハートフル・フォーラムの自治会での実施

①市民啓発

②企業啓発

④啓発教材の活用

・企業内人権研修推進のための窓口担当者設置

・企業・事業所訪問の実施
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【事業内容】 【R４実施状況】 【R５実施目標】 事業実施上の問題点、今後の課題等

隣保事業を実施していた地域
で、未だに人権問題や生活困
窮等の課題があることから、
地域住民の近くで相談事業を
展開する。

人権問題や生活困窮をはじめ
とする相談を行い、相談者に
寄り添い助言や専門機関等へ
のつなぎを行った。
相談件数：64件

人権問題や生活困窮をはじめ
とする相談を行い、相談者に
寄り添い助言や専門機関等へ
のつなぎを行う。

旧隣保館をもつ、自治会では
環境改善が大きく進んだが、
住民の生活実態やニーズが変
化しつつある中で、未だに人
権問題や生活困窮等の課題が
ある。令和６年度以降、旧隣
保館での相談業務を行わない
予定のため、市役所内におけ
る包括的な相談体制の充実を
図る必要がある。

【事業内容】 【R４実施状況】 【R５実施目標】 事業実施上の問題点、今後の課題等

学校における人権・同和教育
を進めるために、指導資料等
の活用と啓発を図る。

県教委作成「人権・部落問題
学習教材集」等を、市内全小
中学校で活用し、人権教育の
推進に役立てることができ
た。

人権・同和教育を進めるのに
有効な指導資料等を、各校の
実情に応じて有効活用する。
（15校）

児童生徒の興味・関心を引き
出すことができるよう、創意
工夫を凝らした教育資材等を
活用し、人権・同和教育を推
進する必要がある。

【事業内容】 【R４実施状況】 【R５実施目標】 事業実施上の問題点、今後の課題等

同和問題啓発強調月間（９
月）、人権週間（12月）に合
わせ、人権擁護委員、法務局
職員、市職員が合同で米原
駅、量販店等で街頭啓発を実
施する。

月間、週間に合わせて、街頭
啓発を人権擁護推進員と連携
して開催した。
令和４年度：３か所(実績）

月間、週間に合わせて、街頭
啓発およびのぼり旗の設置を
行い、人権啓発を実施する。

月間や週間に合わせて行う街
頭啓発は、一定の啓発効果が
ある。より一層の啓発効果が
得られるように、啓発物資の
工夫や新たな啓発場所の選定
を行っていく必要がある。

【事業内容】 【R４実施状況】 【R５実施目標】 事業実施上の問題点、今後の課題等

豊かな人権感覚を身につける
ことを目的として、市内小中
学生を対象に人権作品の募集
を行う。

令和４年度：応募点数
150点

令和５年度：応募点数　155
点（目標）
※全ての小中学校から応募い
ただくよう呼びかけを行う。

令和４年度までは人権作品の
優秀作品は人権啓発のため人
権カレンダーや人権動画での
活用をはじめ、広報まいばら
や公共施での掲出や啓発グッ
ズに活用していたが、令和５
年度は人権カレンダーを作成
しないため、それに替わる方
法を考える必要がある。

第３章　人権問題における分野ごとの施策について

・生活相談員の配置

　・学校教育における人権・同和教育の推進

●相談体制の充実

●同和教育の推進

・街頭啓発

（
１
）
同
和
問
題

●啓発活動の推進

・人権作品募集による市民啓発
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【事業内容】 【R４実施状況】 【R５実施目標】 事業実施上の問題点、今後の課題等

人権保育の推進・充実が図れ
るよう、園全体で組織的・計
画的に取り組みを進めるとと
もに職員の豊かな人間性と人
権感覚を身につける。
地域・学校など関係機関との
連携を図る。

子どもの内面を理解し、発達
に応じた保育内容の実践に努
めた。
職員の人権研修を実施し、職
員の人権意識の改革、向上に
努めた。また、職員間の連
携、資質向上を図った。（こ
ども理解、事例研究の実施）

令和４年度（実績・公立園）
職員人権研修　49回
滋賀県人権保育研究集会、滋
賀県人権教育研究大会等への
参加
全人保参加人数　４人
各中学校区との教育フォーラ
ムの実施（２校区）

子どもの内面を理解し、発達
に応じた保育内容の実践に努
める。
職員の人権研修を実施し、職
員の人権意識の改革、向上に
努める。また、職員間の連
携、資質向上を図る。（こど
も理解、事例研究の実施）

令和５年度（目標・公立園）
職員人権研修　60回
滋賀県人権保育研究集会、滋
賀県人権教育研究大会等への
参加
全人保参加人数　５人
各中学校区との教育フォーラ
ムの実施（５校区）

子どもや家庭にかかわる関係
機関が連携し、子どもの人権
を守り子ども自身の人権感覚
を育てるよう取り組む。
米原・河南中学校区では県の
「自尊感情・学びの礎育成プ
ロジェクト事業」の指定を受
け、保幼認小中高の連携のも
と、子どもを取り巻く様々な
課題解決に向けて取り組んで
いる。20数年継続している事
業であるが一つ一つの取組の
目的を職員が共通理解し、取
組む必要がある。

【事業内容】 【R４実施状況】 【R５実施目標】 事業実施上の問題点、今後の課題等

いじめの防止等に関する施策
の推進し、関係機関との協議
調整等を行う。

いじめ問題対策連絡協議会を
１回開催した（実績５月16
日）
情報交換を行い、各種団体の
連携を図った。

いじめ問題対策連絡協議会を
開催し、情報交換を行い、各
種団体の連携を図る。（５月
開催予定）

協議会での内容を次の協議会
に活かせるように、事務局で
ある人権政策課と学校教育課
との連携を行っていく必要が
ある。

【事業内容】 【R４実施状況】 【R５実施目標】 事業実施上の問題点、今後の課題等

子どもの権利保護、虐待防止
を目的に教職員、児童（小学
5年生、5歳児）とその保護者
を対象にＣＡＰプログラム教
育を実施する。

市内の５歳児とその保護者、
教師を対象にＣＡＰプログラ
ム教育を実施。
令和４年度実績
　教職員1回、保護者９回・
子ども27回

市内の５歳児とその保護者、
および教職員を対象にＣＡＰ
プログラム教育を実施する。

ＣＡＰプログラム（子どもへ
の暴力防止）は、子どもの人
権意識を高め、いじめや誘
拐、虐待、性暴力などのあら
ゆる暴力から自分を守る力を
引き出す人権教育プログラム
で、毎年対象児童や保護者が
異なるため、継続的な取組が
必要である。

【事業内容】 【R４実施状況】 【R５実施目標】 事業実施上の問題点、今後の課題等

家庭相談員が子育ての悩みや
困りごとの相談を受け、問題
解決を図るための支援を行
う。

令和４年度実績
児童相談受付件数　316件。
内、児童虐待相談件数206
件。
相談員による相談や、その後
の対応等進捗管理を確実に進
めることで、虐待による死亡
事案を起こすことなく、また
事案の重症化予防につながっ
た。

子ども家庭相談常時開催
平日8：30～17：15
※対象年齢：18歳未満

子ども家庭相談室に寄せられ
る相談は、家庭環境や親の成
育歴、経済的な困窮、子ども
自身に発達の課題がある等複
数の要因が絡み合っている複
雑な相談が増えている。問題
解決に向けケース会議を開催
し、福祉、保健、教育、他関
係機関と情報共有を図り、役
割分担しながら支援を行う必
要がある。

●子どもの相談体制の充実と周知

・ＣＡＰプログラムによる人権教育

・いじめ問題対策連絡協議会の開催

●就学前保育・教育

●いじめや虐待防止等への取組の推進

・子ども家庭相談室相談事業

（
２
）
子
ど
も
の
人
権

・人権保育の推進に向けた取組

5



【事業内容】 【R４実施状況】 【R５実施目標】 事業実施上の問題点、今後の課題等

ひとり親家庭等の子どもに対
し、基本的な生活習慣の習得
支援、学習支援や食事の提供
等を行い、ひとり親家庭等の
子どもの生活の向上を図る。

利用者　５人 新規利用者
実施事業者の確保

子どもの生活力向上を図るこ
とで、子どもの未来の貧困を
防ぐことを目的とする。
支援が必要な子どもについ
て、学校や支援機関と情報共
有が必要。

【事業内容】 【R４実施状況】 【R５実施目標】 事業実施上の問題点、今後の課題等

人権総合センターに併設され
ている男女共同参画センター
事業の充実を図り、啓発を行
う。

男女共同参画の推進のため
に、各種事業を実施し男女共
同参画社会の理解を深め、地
域社会、家庭、職場における
男女のあり方を考えることが
できた。
男女共同参画講演会：２回開
催（６月24日52人参加、11
月26日延べ128人参加）
カウンセラーによる女性相談
（延べ49人）

指定管理者管理業務仕様書に
基づき、必要な事業を行う。
男女共同参画講演会、カウン
セラーによる女性相談（年24
回以上）などを行う。

男女共同参画推進の拠点とし
て、各種講演会等の事業を実
施し、より一層事業の充実を
図る必要がある。また、セン
ターを核とした女性相談業務
等についても、市と情報共有
し連携した対応の充実を図っ
ていく必要がある。

【事業内容】 【R４実施状況】 【R５実施目標】 事業実施上の問題点、今後の課題等

基本方針を設け付属機関の委
員の選任に当たっては、男女
の構成割合は、定数の７割を
超えて一方の性で占めないよ
うに努力義務を設ける。

各種審議会委員のうち女性が
占める割合

R４年度実績　34.2％
委員総数　658人
うち女性委員　225人

各種審議会委員のうち女性が
占める割合

R５年度目標　35％

公正、透明で効率的な行政運
営を行うため、市民等の意見
が反映できる付属機関等の委
員の選任に努める必要があ
る。

【事業内容】 【R４実施状況】 【R５実施目標】 事業実施上の問題点、今後の課題等

米原市各自治会の自治会役員
（自治会長・自治会長代理）
に女性を選任するよう啓発を
行う。

各地域自治連絡協議会や自治
会要望ヒアリングの場などを
活用して、女性役員登用に向
けた啓発を行いました。

女性役員（自治会長、自治会
長代理、会計）を登用した自
治会数
  自治会長　　 ２人
  自治会長代理 ０人
  会計　　 　　６人
  計　　　８人（７自治会）

各地域自治連絡協議会や自治
会要望ヒアリングの場などを
活用して、に女性役員登用に
向けた啓発を行う。

女性役員（自治会長、自治会
長代理、会計）を登用する自
治会数
令和５年度目標　９自治会

自治会役員への女性選任は、
少ない状況にあり、自治会内
における男女共同参画意識の
醸成が必要である。

・審議会・協議会委員の選任

●子どもの貧困対策の推進

●男女平等の意識づくり

・女性自治会役員の選任

●男女平等の社会づくり

（
２
）
子
ど
も
の
人
権

（
３
）
女
性
の
人
権

・ひとり親家庭等生活・学習支援事業

・男女共同参画センターの活用
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【事業内容】 【R４実施状況】 【R５実施目標】 事業実施上の問題点、今後の課題等

子を持つＤＶ被害者から相談
を受け、母子の生命の危険を
回避できるよう、関係機関と
連携を図りながら支援する。

相談対応：随時
相談延べ件数：令和４年度
34件

相談対応：随時 ＤＶ男性の支配下におかれた
状態で生活していると、ＤＶ
を受けているという意識が低
くなり、自己肯定感も薄れて
しまうことが多い。母子の生
命の危険を回避するために、
関係機関と連携をとり、迅速
な判断、支援が必要。

【事業内容】 【R４実施状況】 【R５実施目標】 事業実施上の問題点、今後の課題等

男女共同参画センターで実施
している女性のための相談
ルーム「つくし」の周知を行
い、女性の相談しやすい環境
を整える。

女性のための相談ルーム「つ
くし」
・毎月広報まいばらに掲載を
行った。
・毎月伊吹山テレビ文字放送
を行った。
・相談件数：132件
・カウンセラーによる女性相
談：49件

女性のための相談ルーム「つ
くし」
広報まいばらへの掲載：計12
回以上
伊吹山テレビ文字放送の放
送：計12回以上

女性の中には生活の様々な場
面で相談ができずに、自分で
我慢をし抱えてしまうことが
あり、相談し易い環境を整え
ていく必要がある。

【事業内容】 【R４実施状況】 【R５実施目標】 事業実施上の問題点、今後の課題等

　元気な高齢者が支援を必要
とする高齢者を支える仕組み
づくりを行う。

・地域支え合いセンターが関
り、新たな取組につながる件
数：13件
（内訳）
・移動販売新規マッチング
数：７件
・他団体同士や企業等との
マッチング数：５件
・居場所づくり支援（情報交
換会）：２回
・地域圏域ごとの各種団体の
協議体の開催と市全域の協議
体の開催
　各地域圏域：61回
　市全域：：２回

・地域支えあいセンターが関
り、新たな取り組みにつなが
る件数：10件
（内訳）
・移動販売新規マッチング
数：２件
・他団体同士や企業等との
マッチング数：５件
・居場所づくり支援（情報交
換会）：２回
・地域圏域ごとの各種団体の
協議体の開催と市全域の協議
体の開催
　各地域圏域：40回開催
　市全域：２回開催

生活支援・介護予防サービス
の充実に向けて、ボランティ
ア等の生活支援の担い手育
成・発掘等の地域資源の開発
やネットワークを構築するた
め、平成27年7月に地域支え
合いセンターを設置し、ボラ
ンティアコーディネーターと
生活支援コーディネーターを
配置した。コミュニティビジ
ネスの創出やマッチングを進
めていく。

【事業内容】 【R４実施状況】 【R５実施目標】 事業実施上の問題点、今後の課題等

　地域での支え合いの活動
で、元気な高齢者が活躍し、
支援の必要な高齢者が身近な
地域でサービスを受けられる
ような居場所づくりの立ち上
げ支援、継続支援を行う。

・令和４年度新規団体立ち上
げ数：４団体
・令和４年度常設型居場所設
置事業取組団体数：１団体
（池下）

・令和５年度新規団体の目
標：３団体
・令和５年度常設型居場所設
置事業新規取組団体の目標：
１団体

自治会ごとに高齢者等の居場
所づくりと生活支援の仕組み
づくりを進めるため、互助に
よるコミュニティの構築と地
域活性化を図る取組を進め
る。今後は補助金交付要綱の
見直しを行い、事例紹介等を
通して地域が取り組みやすい
制度とする。

●安心ネットワークの構築

●高齢者の生きがい活動・社会参加の促進

●相談体制の充実と周知

●女性に対するあらゆる暴力の根絶

・ＤＶ相談窓口の設置

（
４
）
高
齢
者
の
人
権

・女性のための相談ルーム「つくし」の周知

（
３
）
女
性
の
人
権

・地域支え合い活動の推進

・高齢者等居場所づくり事業
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【事業内容】 【R４実施状況】 【R５実施目標】 事業実施上の問題点、今後の課題等

手話奉仕員養成講座と音訳ボ
ランティア養成講座を開催す
る。

・手話奉仕員養成講座(入門
編 受講者数)　12人
・手話チャレンジ講座(介護
編 受講者数)　6人
・公開講座を聴講する市職員
数　４人
・音訳ボランティア養成講座
（読み方勉強編）8人

・手話奉仕員養成講座(入門
編 受講者数)　20人
・手話チャレンジ講座(介護
編 受講者数)　20人
・公開講座を聴講する市職員
数　10人

平成17年度から、手話奉仕員
養成講座と音訳ボランティア
養成講座を開催している。受
講生の確保、受講後の地域活
動の継続、さらに手話奉仕員
養成講座の講師不足が課題で
ある。
近年、市職員の講座の受講が
なく、せめて公開講座は多く
の職員に参加してもらえるよ
う周知を行う必要がある。

【事業内容】 【R４実施状況】 【R５実施目標】 事業実施上の問題点、今後の課題等

障害者の雇用の促進等に関す
る法律に基づき、障がい者の
雇用を実施する。

令和４年度
法定雇用率2.6％
米原市実雇用率2.7％（R4.6.1
現在）
法定雇用率向上のための取組
・正規職員
　障がいの有無にかかわらず
受験の機会を提供した。
・会計年度任用職員
　新たに事務職として会計年
度任用職員を１人採用した。

令和５年度
法定雇用率2.6％
米原市実雇用率2.69％
（R5.6.1現在）
法定雇用率向上のための取組
・正規職員
　障がいの有無にかかわらず
受験の機会を提供する。
・会計年度任用職員
　現在任用しているパートタ
イム職員の勤務時間の延長を
基本としながら、新たな採用
についても検討する。

今後も障害者の雇用の促進等
に関する法律に基づき、職員
構成等も勘案し、法定雇用率
以上の雇用を目指す。

【事業内容】 【R４実施状況】 【R５実施目標】 事業実施上の問題点、今後の課題等

視覚や聴覚に障がいがある人
のために、音の広報発行事
業、意思疎通支援事業を行
う。

視覚に障がいがある人のため
に音の広報を発行するととも
に、聴覚に障がいのある人の
意思疎通支援のため、手話通
訳者・要約筆記者を派遣しま
した。
手話言語条例に基づき、各種
事業を行いました。
令和４年度実績
手話通訳者派遣：493回、要
約筆記者派遣：5回
音の広報発行16回（市広報：
12回、議会だより：４回）
手話施策推進会議の開催（計
７回）

令和５年度目標
手話通訳者派遣：450回、要
約筆記者派遣：10回
音の広報発行16回（市広報：
12回、議会だより：4回）
手話施策推進会議の開催（計
6回）

視覚に障がいがある人のため
に音の広報を発行するととも
に、聴覚に障がいのある人の
意思疎通支援のため、手話通
訳者・要約筆記者を派遣して
いる。音訳ボランティア、手
話通訳者・要約筆記者を増や
すことが課題である。平成30
年４月施行の「手と手をつな
ぐ　米原市手話言語条例」に
基づき、手話やろう者に対す
る理解を広め、手話を言語と
して使用し安心して生活でき
るよう各種事業を行う。手話
施策推進会議において、施策
の検証・検討を行う。

●障がいと障がいのある人への理解促進

●社会参加の支援と雇用・就業の促進

●安心して暮らせるまちづくり

（
５
）
障
が
い
者
の
人
権

・意思疎通支援事業

・ボランティア養成事業

・市職員における障がい者雇用対策
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【事業内容】 【R４実施状況】 【R５実施目標】 事業実施上の問題点、今後の課題等

身体障害者相談員・知的障害
者相談員が、身体障がいや知
的障がい者からの日常的な相
談に応じたり、必要な助言・
指導を行う。
相談支援事業所において、障
がいのある人等からの相談に
応じ、必要な情報の提供や障
害福祉サービスの利用支援を
行う。

障害者相談員および相談支援
専門員の確保に努める。
相談の質の向上および湖北圏
域に設置された基幹相談支援
センター等関係機関との連携
の強化を進める。
身体障害者相談員４人
知的障害者相談員２人
市内相談支援事業所３カ所

身体障害者相談員４人
知的障害者相談員２人

市内相談支援事業所３カ所

障害者相談員および相談支援
専門員の確保が難しくなって
いる。
相談の質の向上および湖北圏
域に設置された基幹相談支援
センター等関係機関との連携
の強化が求められる。

【事業内容】 【R４実施状況】 【R５実施目標】 事業実施上の問題点、今後の課題等

広報まいばらの記事を翻訳
し、外国語版として発行す
る。

毎月１回広報外国語版（ポル
トガル語・中国語）の発行と
ホームページへの掲載を行
い、外国籍従業員のいる事業
所等に配布し、市の情報を提
供することができた。

令和５年度もNPO法人米原市
多文化共生協会に事業委託を
行う。
令和５年度：毎月１回広報を
発行（目標）

外国語版広報はポルトガル語
と中国語の２言語のみの対応
であり、少数言語等への対応
が課題である。

【事業内容】 【R４実施状況】 【R５実施目標】 事業実施上の問題点、今後の課題等

市と米原市多文化共生協会が
連携し、市内のボランティア
を募集し、外国籍市民に日本
語を学習する場を提供する。

外国籍市民等を対象に、ボラ
ンティアの協力を得て、日本
語の学習講座（週１回２時間
程度）を山東会場で33回開催
し、日本語学習の機会を提供
し、日常生活の一助とするこ
とができた。
延べ109人の参加
日本語教室ボランティア登録
人数：18人

令和５年度もNPO法人米原市
多文化共生協会において事業
委託を行う。

平成24年度から多文化共生協
会のボランティアを中心に教
室を実施しており、受講者拡
大を図っている。ボランティ
ア登録数が少ない傾向にあ
り、運営方法を検討する必要
がある。

【事業内容】 【R４実施状況】 【R５実施目標】 事業実施上の問題点、今後の課題等

市と米原市多文化共生協会が
連携し、外国籍市民との食文
化交流やイベントを開催す
る。

次の事業を開催し、外国籍市
民と日本人がふれあう機会を
提供することができた。
７月２日～10月15日：英会
話にチャレンジ児童教室（全
20回11人参加）
９月15日：多文化まちづくり
講演会（52人参加）
12月7日～16日：カリダ先生
の英会話教室（全６回５人参
加）
12月10日：寄せ植え教室
（30人参加）
３月10日：防犯・防災教室
（30人参加）

適宜計画を立てて事業の実施
を行っていく。

平成23年度に多文化共生協会
が設立されて以降、活動が行
われており、ボランティアな
ど市民団体の育成が今後の課
題であるとともに、市内の学
校や企業などと連携も必要で
ある。

●外国籍市民への生活支援

●相談体制の充実と周知

（
５
）
障
が
い
者
の
人
権

（
６
）
外
国
人
の
人
権

・多文化共生イベント等の実施

●多文化共生意識の醸成

・相談体制の充実

・外国語版広報の発行

・日本語教室の開催
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【事業内容】 【R４実施状況】 【R５実施目標】 事業実施上の問題点、今後の課題等

生活に困窮する人に対し、そ
の困窮の程度に応じて必要な
保護を行い、健康で文化的な
最低限度の生活を保障すると
ともに自立生活に向けた援助
を実施する。

生活保護世帯数
　令和４年度：149世帯

稼働能力のある生活保護受給
者20人に対して就労支援を行
い、８人を就労につなげるこ
とができた。

生活に困窮する人に対し、そ
の困窮の程度に応じ、必要な
保護を行い、その最低限度の
生活を保証するとともに、自
立生活に向けた支援を実施し
ていく。

高齢者世帯や不安定雇用労働
者の増加により、生活保護受
給者の増加が見込まれる。

【事業内容】 【R４実施状況】 【R５実施目標】 事業実施上の問題点、今後の課題等

　複合的な課題を抱える生活
困窮者に対して適切な支援を
実施するため、緊急に支援が
必要な場合など、生活困窮者
の状況に応じて臨機応変に支
援を行う。

・生活困窮者の社会参加また
は就労の場を広げ経済的に自
立できるよう支援した。
令和４年度実績
困窮者対応新規相談件数　52
人
就労準備支援事業利用者数
１人
協力事業所の場の開拓　26事
業所

・生活困窮者の社会参加また
は就労の場を広げ、ニーズに
応じた就労に向けた経験が積
めるよう協力企業を開拓す
る。
新規協力企業目標：1社

　就労意欲の低下や社会との
関わりに不安を抱える等、複
合的な課題を抱え直ちに就職
することが困難である人への
早期発見早期支援が必要であ
る。

【事業内容】 【R４実施状況】 【R５実施目標】 事業実施上の問題点、今後の課題等

住民票の写しや戸籍謄抄本な
どの証明書を代理人や第三者
に交付した時、事前登録があ
る人に証明書を交付した事実
をお知らせする。

・市公式ウェブサイトに掲載
・市広報誌への掲載
・各窓口に啓発用チラシを配
布

令和４年度末：337人、登録
率0.86％

本人通知事前登録者数の増加
を図る。

令和５年度末：377人、登録
率１％

平成26年２月から実施してお
り、平成27年２月から登録期
間を無期限とした。市の広報
誌への掲載のほか、ハートフ
ル・フォーラム（地区別懇談
会）や地域人権リーダー研修
会などの市民が参加する人権
研修会において制度の啓発を
行っている。制度の周知や事
前登録者の増加のために、今
後も引き続き啓発していくこ
とが必要である。

【事業内容】 【R４実施状況】 【R５実施目標】 事業実施上の問題点、今後の課題等

企業訪問実施時に啓発を行
う。

採用選考時に企業が求めてい
い書類について啓発したこと
で、公正採用選考の意識向上
を図った。

企業訪問の際に、企業が採用
時に求める提出書類を確認
し、啓発を行う。

同和問題をはじめとする職場
におけるあらゆる差別の解消
と、公正な採用選考や差別の
ない明るい職場づくりへの啓
発をするために継続した取組
が必要である。

（
８
）
そ
の
他
様
々
な
人
権

・住民票の写し等の第三者交付に係る本人通知制度

●個人のプライバシーの保護

●求職者の人権

・企業への公正採用の啓発

・生活保護事業

・自立相談支援事業（就労支援）

●生活困窮者の自立支援

●生活保護受給者の自立支援

（
７
）
生
活
困
難
者
の
人
権
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【事業内容】 【R４実施状況】 【R５実施目標】 事業実施上の問題点、今後の課題等

人権尊重のまちづくりに関す
る重要事項を審議する機関と
して、米原市人権尊重のまち
づくり審議会を開催する。

令和４年度：２回開催（６
月、11月）
米原市人権施策推進計画（進
行管理調査票）の進行管理、
人権意識調査について協議を
行った。

審議会を開催し、人権尊重の
まちづくりに関する重要事項
を審議する。
令和４年度：年間２回開催
（実績）
令和５年度：年間３回開催予
定。
米原市人権施策推進計画（進
行管理調査票）の進行管理、
人権意識調査結果について協
議を行う。

様々な人権課題に対して、同
和対策本部会等の庁内組織で
議論が行われる一方で、審議
会での議論を通じて提言など
を行うことにより、より実効
的な人権施策の実現を目指し
ていくことが求められる。

【事業内容】 【R４実施状況】 【R５実施目標】 事業実施上の問題点、今後の課題等

毎月原則第２、第４火曜日
に、相談員が心配ごと総合相
談を実施する。

・毎月２回、４会場で相談事
業を実施。市民の身近な相談
窓口となり、相談内容によっ
て必要な場合は他機関へ繋い
だ。
相談件数
令和４年度実績：10件

・毎月２回、４会場で相談事
業を実施。市民の身近な相談
窓口となり、相談内容によっ
て必要な場合は他機関へ繋い
でいく。

相談者が減少傾向にあり相談
者が０人の回も散見される。
相談会場について充分知られ
ていないことが考えられるた
め、心配ごと総合相談日に、
会場入り口に垂れ幕を設置し
周知を図る必要がある。

【事業内容】 【R４実施状況】 【R５実施目標】 事業実施上の問題点、今後の課題等

市民の人権問題に関する意識
を問うことにより、今後の施
策の方向性などを見いだす。

R４年度は意識調査を行い、
市内18歳以上の2000人を無
作為抽出し意識調査の協力を
してもらう。（734人の回
答）

人権意識調査報告書および概
要版を完成させ、HP等に載せ
周知を行う。

人権意識調査は５年ごとに実
施（令和４年度実施）してお
り、調査項目等の内容につい
ては、今後も人権尊重のまち
づくり審議会で議論を深め、
より効果的な啓発等に生かす
必要がある。全ての人権問題
において、より詳細な実態把
握を行うことが難しく課題で
ある。

（

３
）

推
進
計
画
の
策
定
お
よ
び
基
本
計
画
の
見
直
し

・心配ごと総合相談事業

・人権意識調査の実施

①相談窓口の充実

第４章　その他人権施策を推進するために必要なこと

・米原市人権尊重のまちづくり審議会の取組

（
１
）
推
進
体
制
の
充
実

（
２
）
人
権
擁
護
の
推
進

①市の推進体制
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